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うち独法再掲分

精査類
型

　　事　業　概　要No.
　　平成１8年度予算額目標

設定
事業
No

　　　事　　業　　名

206 152 独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金 2,687,898 0 

労働政策の立案や労働政策の効果的で効率的な推進に寄与し、労働者福祉の増進と経済の発展に資すること
を目的として以下の業務を行う。

①　労働政策についての総合的な調査及び研究
②　労働政策についての情報及び資料収集・整理
③　労働政策の研究促進のための研究者及び有識者の海外からの招へい及び海外への派遣
④　調査研究結果等の成果の普及及び政策の提言
⑤　厚生労働省の労働に関する事務を担当する職員等に対する研修

別紙５

207 153 国際労働関係交流事業委託事業 548,594 0 
アジア太平洋諸国、アフリカ、中南米諸国等の使用者団体及び労働組合の関係者を対象に、日本への招聘、現
地セミナーの開催等を行うもの。

②

219 産業労働動向調査費 3,025 
企業の動きを迅速かつ包括的に収集するため、時機を得たテーマを設定し、個別企業及び業界団体等の人事・
労務担当者を招いて各業界の実情等の情報を直接収集するために産業労働事情懇談会を開催する。

×

220 154 個別労働紛争対策 570,656 0 
①総合労働相談窓口の運営
②個別労働関係紛争の自主的解決の援助
③都道府県労働局長による紛争解決の援助

⑤
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